
 

 

（別紙２） 

○ 課徴金額の計算方法について 

 

金融商品取引法第１７５条第２項に基づき、課徴金額は、 

（公開買付けの実施に関する事実が公表された翌日の終値等）×（買付株数） 

－（買付価格）×（買付株数） 

となる。 

 したがって、課徴金額は下記①から③までの合計額の７６万円となる。 

 

① 日本精工株式会社による株式会社天辻鋼球製作所の株券の公開買付けの

実施に関する事実の公表翌日が市場休業日であるため、以後の直近の株式

会社天辻鋼球製作所の株価である平成１７年１２月１９日の始値は、

２，０５０円であることから、課徴金額は下記の金額となる。 

 

（２，０５０円×１，０００株） 

－買付価額１，５９９，０００円（１，５９９円×１，０００株） 

＝４５１，０００円 

 

⇒課徴金額は１万円未満を切り捨てるため、４５万円 

 

② イオン株式会社による株式会社ダイヤモンドシティの株券の公開買付け

の実施に関する事実の公表翌日の平成１８年４月６日の株式会社ダイヤモ

ンドシティの株価の終値は、５，４１０円であることから、課徴金額は下

記の金額となる。 

 

（５，４１０円×４００株） 

－買付価額１，９９２，０００円（４，９８０円×４００株） 

＝１７２，０００円 

 

⇒課徴金額は１万円未満を切り捨てるため、１７万円 

 

③ グリーンホスピタルサプライ株式会社による株式会社セントラルユニの

株券の公開買付けの実施に関する事実の公表翌日の平成１８年１０月４日

の株式会社セントラルユニの株価の終値は、８５０円であることから、課

徴金額は下記の金額となる。 

 

（８５０円×７００株） 

－買付価額４４９，５００円（注） 

＝１４５，５００円 



 

 

 

⇒課徴金額は１万円未満を切り捨てるため、１４万円 

 

 

（注）買付価額は、  639 円×500 株 

650 円×200 株 の合計額である。 




